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省庁再編以降の国の行政組織等の職員数の動向
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○完全民営化
○民間法人化
○廃止

JR東日本（7.5）
JR東海 （2.2）
JR西日本（3.9）

○中期的な目標管理と第三者による厳格
な事後評価

○廃止・民営化を含めた組織・業務全般の
定期的見直し

○企業的経営手法による業務・財務運営
○徹底した情報の公開

NTT、JR（本州３社を除く）、NHK、JT、JP（株式会社ゆうちょ銀行、株式会社
かんぽ生命保険を除く）等
※平成19年10月の郵政民営化に伴い、日本郵政公社が廃止され、郵便局株
式会社及び郵便事業株式会社が特殊会社として設立された。なお、株式
会社ゆうちょ銀行、株式会社かんぽ生命保険は会社法上の会社として「民
営化等」に区分している。
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労
働

2.1
万
人

国
有
林
野

0.5
万
人


	省庁再編以降の国の行政組織等の職員数の動向

